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高効率な中赤外波長用の変換素子の開発に成功 

－光共振器を必要とせず、励起用レーザも小型レーザ光源で十分－ 

 

平成１７年１月１４日 

独立行政法人物質・材料研究機構 

概要 

１．独立行政法人物質・材料研究機構（理事長：岸 輝雄）、物質研究所（所長：室町

英治）、光学単結晶グループ（ディレクター：北村健二）の栗村 直主任研究員、早

稲田大学の中島啓幾教授、丸山真幸（早稲田２１ＣＯＥ物理・博士課程研究員（Ｒ

Ａ））研究員らのグループは、世界最長 70mm のバルク分極反転波長変換デバイス１）

を実現し、小型レーザ励起の無共振器赤外波長変換に成功した。 

 

２．レーザ光に対しては、その利用対象によりさまざまな波長のレーザ光に各方面か

らのニーズがある。 

中赤外波長域でのレーザ光へのニーズとしては大気環境の計測や医療・バイオな

ど多方面で利用されている。しかしルビーレーザやＹＡＧレーザなどのレーザ光源

はそれぞれ特定の波長しか出せないため、波長変換素子にて特定の波長を望みの波

長に変換する技術が待ち望まれていた。 

 

３．従来、中赤外領域の波長変換素子としてはホウ酸系波長変換結晶が利用されてい

たが、これは波長変換効率が低く、実用的なレーザ強度を得るためにはレーザ光の

共振器（増幅器）と励起用の大型のレーザ光源を必要としていた。そのため、ユー

ザーに高いレベルの技術が要求される・高コストである・大消費電力であるといっ

た問題を抱えていた。 

 

４．今回開発した波長変換素子はニオブ酸リチウム化合物（ＳＬＮ）で、その結晶構

造が周期的に分極反転２）しているものである。この構造を利用して、従来のホウ酸

系波長変換素子に比べて１０倍の変換効率を達成できた。言い換えると入射光とな

る励起用レーザ光源の出力が１／１０で良いことになる。これにより、従来は必須

であった高価な共振器（増幅器）無しでも波長変換が可能となり、さらに小型の励

起用レーザ光源の利用も可能になるなど、レーザ光源の小型化、ポータビリティの

向上、コストパフォーマンスの向上などが進むと考えられ、実用化に向けその波及

効果も多大であると思われる。 

 

５．本研究成果は、１月２０日から開催のレーザ学会にて発表される予定である。 
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研究の背景 

 半導体レーザや固体レーザは材料に固有な出射波長をもっており、その波長

領域の拡大は応用分野の拡大に直結する。赤外光源は環境計測や医療・バイオ

で利用されており、自動車の排気ガス検知、レーザイオン化質量分析、果実の

糖度分析、歯科治療、非襲侵の血液検査や脳内の血流検査への適用が検討され

ている。 

 従来中赤外域発生材料には、ホウ酸系波長変換結晶（ホウ酸バリウム：ＢＢ

Ｏと略称、ホウ酸リチウム：ＬＢＯなど）が利用されてきたが、その特性指数

の小ささから高いレーザ励起密度を必要とし、共振器と大きな励起用レーザ光

源が必要であった。最近、物質・材料研究機構を中心として強誘電体３）（Congruent 

LiNbO3：ＣＬＮと略称, Stoichiometric LiTaO3：ＳＬＴ、KTiOPO4：ＫＴＰ）の

周期的分極反転構造を用いた中赤外光発生が報告されている。これらの強誘電

体結晶は、原子配列の、ある特定の方向に偏り（分極）を持っており、その偏

りによって、その特定方向の両端にプラスとマイナスの分極を示す。この分極

は電界をかけると部分的に反転することができる。そこで、非常に大きな波長

変換定数をもつＬＮやＬＴ結晶に周期的な分極反転構造を形成すると、効率よ

く入射レーザ光の波長を変換することができる。 

 新規材料の開拓により波長変換の特性指数は改善されてきたが、中赤外発生

の場合には効率化のために共振器構造４）の利用が必須であった。共振器とは２

枚以上の鏡の間で光を何度も往復させる機器で、一般的にレーザで用いられる

装置である。波長変換の際には、共振器内で光を複数回往復させることで高効

率が得られるが、共振器の調整には角度１度以下が微調整できる長期的に安定

した光学部品とこれを調整できる熟練した技術者が必要とされる。このため波

長変換デバイスを得られたとしても、共振器内波長変換を行えるユーザーは一

部に限られる。 

 波長変換技術の競争相手として、最近量子カスケードレーザと呼ばれる中赤

外の半導体レーザが登場してきている。しかし平均出力が最大でも mW（ミリワ

ット）レベルと小さく、ビーム品質も良好でないことからごく一部の研究分野

で利用されるにとどまっている。 

波長変換材料としてＳＬＮを用いると、波長変換定数をホウ酸バリウムの約

10倍にできることから、入射レーザのパワーを1/10に抑えることが可能となり、

低消費電力で駆動することができる。分極反転を用いたＳＬＴやＫＴＰデバイ

スと比べても特性指数は約７割の増加となり、励起レーザに対する負担を軽減

できる。入射レーザのパワーを低減できれば、レーザから排出される熱を低減

させることができるようになるため、冷却システムが不要になり、実用上は非

常に有効である。 

 また、今回のＳＬＮでは、ＣＬＮと比べて分極反転に必要とされる電圧が低
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いことから放電防止用の対策が大幅に緩和され、長いデバイスの作製が容易に

なった。このため直径 76 mm のウェハから長さ 70 mm の波長変換デバイスが得

られており、世界最小の励起密度で無共振器の中赤外波長変換が実現できた。 

 

成果の内容 

 赤外波長可変光源の効率を上げるために、波長変換材料の自発分極（磁石の

自発磁化Ｎ、Ｓに対応する電気の＋、－）を反転させる方法が、近年物質・材

料研究機構のグループを中心として報告されてきた。電極を任意のパターンに

加工した後に高電圧をかける方法で、これは栗村らが 1992 年に世界で初めて提

案した方法を基にしている。波長変換材料に周期的に分極反転構造を施すこと

で、変換効率を格段に向上させることができる。 

 今回、波長変換材料として光学単結晶グループで開発された定比組成ニオブ

酸リチウム（ＳＬＮ）を用いて、波長変換デバイスを作製した。この材料は既

に市販されており、従来材料のＣＬＮと比べて欠陥密度が大幅に低減されたた

め分極反転に必要とされる電界が 1/3 ～1/5 と低く、放電防止用の対策が大幅

に緩和できた。また、ウェハ上の放電防止用緩衝領域を縮小することができウ

ェハ面積を最大限利用することができた。このため従来のＣＬＮでの最長 55 mm

を上回る 70 mm のバルク波長変換デバイスが実現できている。欠陥密度の低減

は分極反転過程の進行（分域壁の移動）を加速化するため分極反転の精密制御

は困難であったが、短パルス低電界分極反転法を用いることで解決した。 

 作製された分極反転構造の写真を図１に示す。周期 30 μmの構造が長さ 70 mm

の結晶の両面に作製されており、高い均一性をもっていることがわかる。長さ

70 mmが実現できたことで小型レーザ励起のシングルパス赤外光発生の可能性が

でてきた。この周期分極反転構造にレーザ光を入射し、シングルパス（無共振

器）の光パラメトリック発生（Optical Parametric Generation: OPG）5）による

波長変換実験を行った（図４）。 

 小型レーザ励起無共振器光パラメトリック発生（OPG）において、波長 1.06

μｍの YAG レーザ 240 mW から、波長 1.6μｍへ出力 45 mW（効率 19%）、波長 3.1

μｍへ出力 23 mW（効率 10%）の出力が同時に得られた。光パラメトリック発生

は入射レーザ光があるしきい値を越えると起きる現象であるが、最長デバイス

であるが故に無共振器中赤外発生（OPG）の発生しきい値としては MIT やアメリ

カ空軍研究所などの過去のどの報告よりも低い値が得られており、小型レーザ

での波長変換に適したデバイスであると言える。 

 

波及効果と今後の展開 

 従来の中赤外域波長変換では、共振器が用いられていたが、振動に対する安

定性や共振器調整に難があり実用化には困難があった。今回の成果により無共
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振器での波長変換が実証されＳＬＮが低しきい値材料として有望であることが

示された。また世界最長のバルク分極反転デバイスが実現できたことで、持ち

運び可能なバッテリー駆動の中赤外光源などへの展開が見込まれ、移動治療や

大気汚染計測、具体的にはポータブルなレーザメスや災害現場でのガス漏れ計

測、自動車排気ガスの野外測定などへの応用も考えられる。 

 

 

用語解説 

１）波長変換デバイス 

 レーザ光の波長をさまざまな光学現象により異なる波長に変換するデバイス。

医療・バイオや環境計測では波長可変光源を実現する技術として利用されてい

る。 

 

２）分極反転構造 

 強誘電体の自発分極を反転させた構造。周期的な分極反転構造を作製すると、

レーザの波長変換デバイスとして高効率動作する。定比組成ニオブ酸リチウム

（ＳＬＮ）では、分極反転のための電界が従来材料よりも低いため、長いデバ

イスを作製するのに有利である。 

 

３）強誘電体 

 電界をかけなくても結晶の構造から自発的に電気分極をもつ材料。強誘電体

の自発分極は、一般に自発分極と反対方向に電界をかけることにより、分極の

方向を反転させることができる。 

 

４）共振器構造 

 ミラーを平行に配置して光を往復させる合わせ鏡構造。光は共振器の中を何

度も往復する。波長変換デバイスの中を何度も往復させることで高効率波長変

換が実現できる。ただし熟練した技術者による精密な調整が必要であり、振動

に敏感である。 

 

５）光パラメトリック発生（ＯＰＧ：Optical Parametric Generation） 

 入射したレーザ光の光子を低いエネルギーをもつ複数の光子に分割する現象。

１．０６μｍの波長をもつ光から、より低いエネルギーをもつ赤外光１．６μ

ｍと中赤外光３．１μｍを発生させることができる。分極反転周期やデバイス

の温度をかえることで、出射するふたつの波長の組合せを選ぶことができるた

め、波長可変光源として利用されている。 
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問い合わせ先： 

〒305-0047 茨城県つくば市千現１－２－１ 

独立行政法人物質・材料研究機構 

広報室 TEL:029-859-2026 

 

研究内容に関すること： 

独立行政法人物質・材料研究機構 

物質研究所光学単結晶グループ 

主任研究員 栗村 直（くりむら すなお） 

TEL:029-860-4365（ダイヤルイン）、029-860-4692（オフィス） 
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図１ 70 mm長 Mg:SLN分極反転波長変換デバイス．

図２ 赤外光への無共振器波長変換特性．

図３ Mg:SLN 波長変換デバイスの波長可変特性． 

図４ 最長デバイスがもたらした革命． 
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